
第１ 住民投票制度の意義と位置付け

市政の重要な課題について、住民の意思を的確に把握し、最終的な判断を行うことは、市民

自治を進める上で有益かつ重要である。

苫小牧市自治基本条例では、まちづくりの基本原則として「情報共有の原則」、「市民参加の

原則」、「協働の原則」を規定している。住民投票については、第６条において、市政の重要な

課題に関する市民の意思を直接確認するため、別に条例で定めるところにより、住民投票を行

うことができるとしている。

論点整理

１ 住民投票制度の意義について

住民投票制度は、市政の重要な課題について、投票という手段により住民の意思を把握し、

その総意を市政に反映させていくための仕組みである。新潟県巻町において、我が国初の条

例に基づく住民投票が実施された。これまで、原子力発電所の建設や産業廃棄物施設の建設、

国の安全保障に関する問題など、様々な事案が住民投票に付されている。

これまでは、「住民と議会」や「住民と長」との間に、大きな意見の相違が見られる場面に

おいて住民投票が実施されてきたものと考えられる。

○ 公共サービスに求めるイメージや考え方は、社会が成熟して複雑になるにつれ、大きく変

化するとともに、多様化・高度化している。その中で、市民生活に重大な影響を及ぼすこと

が想定される市政の重要な課題に対しては、市民全体の意向を的確に把握し、最終的な判断

を行うことが必要となると考えられる。

○ 住民の意思確認の手段として、住民投票制度は効果的な役割を果たすものと考えられる。

また、住民は、市政に住民の意思が十分に反映されていないという状況が生じたときには、

それを示す手段として住民投票を利用することが可能になると考えられる。

２ 住民投票制度と市民参加制度との関係について

○ いかなる案件も直ちに住民投票を実施するということではない。議論を重ねた末にどうし

ても合意に至らない場合に、住民投票が想定される。住民投票を実施する場合は、その前提

として、十分な情報提供と、それに基づく活発な議論が不可欠である。

○ 市政運営に市民が参加する方法としては、審議会、説明会等への参加やパブリックコメン

トによる意見提出など、苫小牧市市民参加条例によるものの他に、広聴事業として実施して

検討内容

１ 住民投票制度の意義について（住民投票制度が果たす役割）

２ 住民投票制度と市民参加制度との関係について（住民投票実施までの議論のプロセス）

３ 住民投票制度と間接民主制との関係について（住民投票と市民、市長及び議会との関係）



いるまちかどミーティングや市長Ｅメールなどが挙げられる。その他にも、アンケートや事

業担当課がそれぞれの事業において実施する事業の中でも、多様な参加のための手法がある。

○ 市は、様々な手法により市民への理解を求めると同時に、政策の立案の様々な過程におい

て市民との協働により事業を実施している。政策の形成と実施に至るまでには、多様な段階

で様々なメニューが用意されているが、その中でも住民投票は、費用面、あるいはその政治

的影響の大きさから考えても、その影響は極めて大きい。

○ どのような案件であっても住民投票さえ実施すれば全て解決するというものではなく、真

に住民投票が行われなければならない場面について考えなければならない。そのため、住民

投票も多様な仕組みの一つであるということを念頭に置いて、それぞれの目的、意義、効果、

費用等を考慮した上で、考える必要がある。

○ 市政の重要な課題であっても、他の参加の仕組みで代替できるのであれば、必ずしも住民

投票が実施される必要はない。他の参加の仕組みが適切に機能していれば、住民投票の実施

に至らないケースも考えられる。

３ 住民投票制度と間接民主制との関係について

○ 現在の地方自治制度は、議会と長の二元代表制により意思の決定がなされている。自治体

の市政運営は、議会と長のそれぞれの役割分担に基づいて行われている。住民投票は、議会

や長の役割を軽視する仕組みであるという考えがある。十分な情報提供や議論が行われずに

住民投票が実施されれば、そのような懸念も考えられる。

○ 住民投票は、議会や市長の意思決定に住民意思を反映させるための手段であることから、

現行の自治体の政治制度である間接民主制を否定するものではない。また、住民が自らの意

思を直接表明することができることは、市政の活性化されるとともに、議会や長の役割につ

いて、その重要性が大きくなることにつながると考えられる。

○ 条例に基づく住民投票は、一般的には諮問型であると考えられるが、最終的な意思決定は、

投票結果に対する尊重義務を果たした上で、議会と長がそれぞれの権限に基づき行われるも

のと考えられる。

○ 諮問型の住民投票制度は、議会や市長の意思決定に住民の総意を反映させるための手段で

あり、議会や市長に投票結果に対する尊重義務が課せられるものであることから、議会や市

長の持つ固有の権限を侵すものではなく、間接民主制を補完する制度として位置付けられる

ものと考えられる。

参考資料

○ １－１ 苫小牧市自治基本条例の趣旨及び解釈（平成２３年９月改訂 苫小牧市（総合政

策部 市民自治推進課）） 第３条・第６条関係（抜粋）

○ １－２ 苫小牧市における主な市民参加制度



苫小牧市自治基本条例の趣旨及び解釈

（平成２３年９月改訂 苫小牧市（総合政策部 市民自治推進課）） 第３条・第６条関係（抜粋）

第２章 まちづくりの基本原則

第１節 基本原則

【基本原則】

［趣旨］

前文で示された市民自治によるまちづくりを推進するための基本原則について定めています。

まちづくりは、市民自治を基本として、市民と市との情報共有の原則、市政運営への市民参加の原

則、そして市民と市との協働の原則に基づいて行うものであることを定めています。

［解釈］

１ 「市民自治」とは、市民が主体となって、自らの地域のことに関して自ら解決できることは自ら

考え行動し決定していくまちづくりを基本として、自らでは解決できないことについては議会や市

長への信託を通じて実現していくというまちづくりの取組を意味しています。

２ 「情報共有」とは、市民と市が、まちづくりや市政に関する情報をお互いに共有することを言い

ます。まちづくりは、市民と市がともに協力して行うものであり、まちづくりの情報は、まち全体

に関わるものとして市政よりも幅の広い概念としてイメージしています。

また市政については、まちづくりのうち、市が市民からの信託を元に取り組むまちづくりをイメ

ージしています。

まちづくりや市政に関する情報は市が独占的に保有するものではありません。これらの情報のう

ち市が保有する情報は、基本的に主権者である市民に代わって市が管理を任されている情報といえ

ます。

市民が主体となってまちづくりを考え、市政に関することを検討するときには、これらの情報が

市民の手元になければ市民が情報の保有量と内容において市と対等の立場から市政を考えることが

できず、市民自治を実現することが困難となることから、情報共有をまちづくりの基本原則として

います。

また、市民が保有する地域の状況に関する情報も必要に応じて市に提供されて情報が共有されな

ければ、市には地域のまちづくりの課題の実像が見えないこととなり、課題に正しく対応すること

が難しくなることから、市民と市との情報共有を基本原則とするものです。

３ 「市民参加」とは、市政運営に市民が参加することをいい、具体的には、この条例の第５条（市

民参加）、第８条（市民の権利）において明らかにされていますが、市民主体の自治運営を実現す

るため、市民が市の主権者として市政運営の過程に参加することを原則としています。

なお､市民参加の対象事業や参加の方法など具体的なことについては、「市民参加条例」などにお

いて、別に定められています。

４ 「協働」とは、第７条（協働の推進）において具体的に規定されていますが、市民自治によるま

ちづくりを進める中で市民だけでは解決できないような地域の公共的な課題に、市民が議会や行政

と協力してまちづくりに取り組むことを意味しており、市民自治のまちづくりを進める上での基本

原則として明らかにするものです。

なお、「市民」と「市」が「対等な関係で」とは、機関としての議会や市長と、主権者としての市

第３条 市民及び市は、まちづくりの理念にのっとり、次に掲げる原則に基づき、市民自治によるま

ちづくりを推進するものとする。

(1) 情報共有の原則 市民及び市がまちづくりに関する情報を共有すること。

(2) 市民参加の原則 市民の参加の下に市政運営が行われること。

(3) 協働の原則 市民及び市がそれぞれの役割及び責任に応じ、対等な関係で協力すること。

参考資料１－１



民が対等ということではなく、まちづくりを進める上での協働において、当事者として対等な関係

であることを意味しています。

【住民投票】

［趣旨］

現在の地方自治制度は、議会を通じた代表民主制が基本とされていますが、この代表民主制を補完

する趣旨や住民の意思の反映という視点から地方自治法上、住民投票の実施に関する条例制定の直接

請求（地方自治法第１２条）に基づき住民投票の実施を請求することができることとされています。

市政の運営に関する重要な事項について、市民の参加によって十分な検討を積み重ねても、なお、

市民と市民の間、市民と行政の間、市民と議会の間で意見の対立が残り、市民全体の意思を直接確認

する必要性が生じることがあります。このような場合に、市民全体の意思を確認するための手法とし

て、住民投票の制度を定めることとしています。

［解釈］

１ 第1項では、住民投票を行う場合に対象となる事項を、「市政に関する重要事項」としています。

この「市政に関する重要事項」の内容については、様々な対象事項に対する考え方や対象事項の

規定方法があるため、今後、市民を初めとして多様な視点からの検討を踏まえて、住民投票につい

て別に定める条例において明らかにすることを予定しております。

２ 第2項では、住民投票の結果尊重の原則について定めています。これは、現行の地方自治制度上、

住民投票の結果は、市の議事機関としての議会の権限や市の代表者としての市長の権限を超えるも

のではありません。しかし、住民投票の実施に至る契機が、市民間、市民と行政、市民と議会など

との意見の対立や市民意思の確認不足にあるとすると、市民自治を基本とし、市民参加をまちづく

りの基本原則とする自治の理念に照らし、議会や市長が市民の総意を尊重すべきことは、自治の基

本的な姿であるといえます。このような視点から、結果を尊重するという原則的な関係について確

認する意味からこのように定めています。

３ 第1項と第2項に定められた事項以外の住民投票に関する事項については、別に定める条例にお

いて明らかにすることとしています。これは、住民投票制度を具体化するためには、いくつかの重

要な論点の整理とその結果に対する市民の理解が得られなくてはならないことから、今後、検討整

理したうえで、制度を設ける場合は、別に条例で定めることを明らかにしたものです。

注：論点の例としては、投票の実施を請求できる者、投票資格者、選挙運動の許容範囲、投票の効

力（有効要件の設定）、投票の結果の効力などがあります。

第６条 市は、市政の重要な課題に関する市民の意思を直接確認するため、別に条例で定めるとこ

ろにより、住民投票を行うことができる。

２ 市は、前項の住民投票の結果を尊重するものとする。
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、
そ
の
都

度
、

開
催

さ
れ

る
。

質
疑
応
答
の

中
で

直
接

意
見

を
言

う
こ

と
が

で
き

る
。

市
民
政
策
提
案
制
度

市
民
１
０
人

以
上

で
検
討
さ

れ
た

政
策

を
市

に
提

案
す
る
制

度
。

市
民

政
策

提
案

は
、
政
策

の
詳

細
を

記
載

し
た

書
面
と
１
８

歳
以

上
の

市
民

１
０

人
以

上
の

市
民

政
策

提
案

者
署

名
簿

を
提

出
し

て
行

う
。

市
民

政
策

提
案

は
、

市
政

全
般

に
わ

た
っ

て
寄

せ
ら

れ
る

通
常

の
提

案
や

要
望

と
は

異
な

り
、

具
体

的
な

政
策

と
し

て
提

案
を

行
う
。
提
案

に
つ

い
て
は
、

総
合

的
な

検
討

が
さ

れ
た
後
、

３
か

月
以

内
に

結
果

と
そ
の
理

由
が

提
案

者
に

通
知

さ
れ
、
概

要
に

つ
い

て
、

公
表

さ
れ

る
。

名
称

内
容

出
前

講
座

あ
ら

か
じ

め
講

座
と

し
て

指
定

し
て

い
る
特

定
の

市
の

施
策

に
つ

い
て

、
講

座
形

式
に

よ
り

説
明

を
行

う
。

原
則

、
５

人
以

上

の
グ

ル
ー

プ
を

対
象

と
す

る
。

ア
ン
ケ
ー
ト

必
要
に
応
じ
て
、
市
民
の
意
見
を
把
握
す
る
た
め
実
施
す
る
も
の
。

そ
の

他
平

時
の

業
務

に
お

い
て

対
応

す
る

も
の

。
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